
公共工事における環境物品等の調達の促進

●品目について
公共工事については、構成要素である、資材、建設機械、工法、目的

物の使用に当たり、事業毎の特性、必要とされる強度や耐久性、機能
の確保、コスト等に留意しつつ、平成１９年度は、計５７品目の資材、建
設機械、工法、目的物を使用した公共工事の調達を積極的に推進する
こととしている。

●調達目標について
調達実績を３カ年把握した品目について、基本方針で示された「判断

の基準」を満たす適用品目の数量割合を設定している。
平成１９年度は、資材３０品目、建設機械２品目について調達目標を

設定している。

●調達品目 追加品目数の推移

※平成１９年度 ２品目指定解除

年度
H1
3年
度

H14
年度

H15
年度

H16
年度

H17
年度

H18
年度

H19
年
度

合計

追加

品目
数

１１

品
目

１７

品目

１３

品目

１２

品目

２

品目

３

品目

１

品
目

５７

品目

 

0

25

50

75

100

125

150

175

200

225

ﾌ
ﾟﾚ

ｰ
ﾝ

－
０

％

ﾌ
ﾟﾚ

ｰ
ﾝ

－
３

０
％

N
o.

7
0
－

０
％

N
o.

7
0
－

３
０

％

N
o.

7
0
－

５
０

％

N
o.

1
5
S

－
０

％

N
o
.1

5
S

－
３

０
％

N
o
.1

5
S

－
５

０
％

N
o
.1

5
S

－
７

０
％

S
P

8
S

V
－

０
％

S
P

8
S

V
－

３
０

％

S
P

8
S

V
－

５
０

％

S
P

8
S

V
－

７
０

％

S
P

8
S

V
－

１
０

０
％

N
o.

7
0
－

1
０

％

N
o
.1

5
S

－
３

０
％

S
P

8
S

V
－

５
０

％

S
P

8
S

V
－

７
０

％

混和剤と貝殻砂混入率
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混和剤を適切に使用することで、ホタ
テ貝殻を70%混入した場合において
もホタテ貝殻混入率0%のプレーンモ

ルタルと同等の性質を確保。

他産業再生資材の土木資材としての利用手法の開発

建設工事における他産業
リサイクル材料利用技術
マニュアル
（編著：（独）土木研究所）

ホタテ貝殻を混入したモルタルのフロー
値

再使用・再生資材の利用の取組事例

■再生アスファルト混合物、再生砕石については、市場が形成されているが、木質系再
生資材、建設汚泥改良土などについては、市場が十分に形成されていない。これら
の再生資材については、公共事業で率先利用することによる需要拡大が重要であり、
再生資材の率先利用に際して、グリーン購入法の運用の徹底及び調達品目の追加、
数値目標の設定や、他産業再生資材の土木資材としての利用手法の開発を実施。
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電子マニフェストの加入・登録情報
１）電子マニフェスト加入状況の推移

２）排出事業者業種区分（加入者の構成比） ３）月別電子マニフェスト登録状況

月

年度 加入者数
加入者数の内訳 マニフェスト

年間登録件数
普及率

排出事業者 収集運搬業者 処分業者

平成16年度
2,978 1,019 1,009 950

1,137,785 2.5%
(100%) (34%) (32%) (32%)

平成17年度
3,834 1,291 1,327 1,216

1,621,975 3.5%
(100%) (34%) (32%) (32%)

平成18年度
7,784 4,083 1,921 1,780

2,388,069 5%
(100%) (52%) (25%) (23%)

平成19年度
30,705 23,164 4,300 3,241

4,076,448 9%
(100%) (76%) (10%) (14%)

医療・福祉
73%

建設業
6%

サービス業 4%

卸売・小売・飲食業 2%

製造業 9%

その他
10%

平成19年度

加入排出事業者
23,164事業者
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その他
工作物工事

4,798万ｔ

建築物
新築・増築及び

改修工事
1,379万ｔ

建築物
解体工事
1,523万ｔ

全建設廃棄物排出量に占める対象工事カバー量及び実把握量

■廃棄物排出量の対象工事カバー率（現行の対象規模基準でカバーされる割合の
推計値）は全体の87％である。

■実把握量（対象工事カバー率に届出率を乗じた推計値）は、全体の74％である。

対象工事カバー量
1,427万ｔ （93.7%）

対象工事カバー量
4,568万ｔ （95.2%）

非カバー量
96万ｔ （6.3%）

非カバー量
230万ｔ （4.8%）

実把握量
1,005万ｔ （66.0%）

非把握量
518万ｔ （34.0%）

実把握量
580万ｔ （42.1%）

非把握量
799万ｔ （57.9%）

実把握量
4,126万ｔ （86.0%）

非把握量
672万ｔ （14.0%）

※新築・増築工事の
対象工事カバー率より算定

対象工事カバー量※

717万ｔ （52.0%）

非カバー量※

662万ｔ （48.0%）

＜建設廃棄物合計＞

排出量：7,700万ｔ

対象工事カバー量：

6,712万ｔ（87.2%）

非カバー量：

988万ｔ（12.8%）

実把握量：

5,711万ｔ（74.2%）

非把握量：

1,989万ｔ（25.8%）

約９４％ 約６％ 約６６％ 約３４％

７１７万トン ※ ６６２万トン ※

約５２％ 約４８％ 約４２％ 約５８％

約９５％ 約５％ 約８６％ 約１４％

約８７％ 約１３％ 約７４％ 約２６％

５１８万トン

７９９万トン

６７２万トン

１，９８９万トン

９６万トン

９８８万トン

１，００５万トン

５８０万トン

４，１２６万トン

５，７１１万トン

４，７９８万トン

１，４２７万トン

４，５６８万トン

６，７１２万トン
合計

非把握量
（推計値）

建築物
解体工事

建築物
新築・増築及び

改修工事

その他
工作物工事

廃棄物排出量
（H17センサスより）

１，５２３万トン

７，７００万トン

２３０万トン

１，３７９万トン

対象工事カバー量
（推計値）

非カバー量
（推計値）

実把握量
（推計値）

第３章 ２.（１）①

- 2-41 -

規模基準を変更した場合の行政事務量について

■規模基準を引き下げた場合、行政への届出件数が大幅に増加する一方
で、廃棄物のカバー量は微増にとどまる。

規模基準を変更した場合の行政事務量及び廃棄物カバー量の増減（建築物解体工事）
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増
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（
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）

行政事務量（届出・通知件数）

廃棄物カバー量

80m2 以上

（現行基準）

件数：20 .8万件

50m2 以上

件数：24 .8万件

（＋19％）

30m2 以上

件数：26 .9万件

（＋29％）

10m2 以上

件数：28 .5万件

（＋37％）

全工事

件数：29 .3万件

（＋41％）

全工事

量：＋7％

10m2以上

量：＋6％

30m2以上

量：＋6％

50m2以上

量：＋5％

120m2 以上

件数：12 .6万件

（－40％）

120m2以上

量：－14％

規模基準を変更した場合の行政事務量及び廃棄物カバー量の増減（建築物新築・増築工事）
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行政事務量（届出・通知件数）

廃棄物カバー量

500m2 以上

（現行基準）

件数：3.5万件

300m2 以上

件数：5.4万件

（＋78％）

100m2 以上

件数：40.3万件

（＋1 ,224％）

全工事

件数：58.5万件

（＋1 ,818％）

全工事

量：＋91％

100m2以上

量：＋6％

300m2以上

量：＋12％

1 ,000m2 以上

件数：1.6万件

（－46％）

1 ,000m2以上

量：－13％

過年度の建築着工統計の個別データ
より推計
現存建築物の床面積規模別分布を推
計し、廃棄物排出量は解体床面積に
比例するとして算定（Ｈ１７時点の推計
値）・届出・通知件数はH18年度実績

より推計

・建築着工統計の個別データより推計
・廃棄物排出量は着工床面積に比例
するとして算定（Ｈ１７時点の推計値）
・届出・通知件数はH18年度実績より
推計

（１）建築物解体工事 （２）建築物新築・増築工事
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５
０
０
万
円
以
上

５
０
０
万
円
未
満

建設工事 （うち、建築物等の解体工事） 建設廃棄物の運搬・処理

廃棄物処理法による許可建設業法による許可 建設業法による許可

【許可業種】28業種
・土木工事業 ・建築工事業
・大工工事業 ・左官工事業
・屋根工事業 ・電気工事業 等

【許可要件】

①経営業務の管理責任者としての経験を有する者を有していること
②各営業所に技術者を専任で配置していること
③請負契約に関して不正行為等をするおそれが明らかな者でないこと
④請負契約履行に足りる財産的基礎又は金銭的信用を有してすること
⑤過去において一定の法令（他法令含む）に違反した者等でないこと

※許可業者が上記許可基準を満たさなくなった等した場合、
許可取消又は１年以内の営業停止命令又は指示

【有効期間】５年

【罰則】最高：懲役３年・１億円

【許可業種】以下３業種のいずれか
・土木工事業 業者数：約32万業者
・建築工事業 （いずれかの業種を取得し

・とび・土工工事業 ている業者、H19.3現在）

業者数：約7,800業者(H19.3現在)

建設リサイクル法による登録

【登録要件】
以下のいずれにも該当しないこと
①申請書等の虚偽記載、重要事実の記載欠落
②解体工事業者としての適正を期待し得ない

場合(登録取消処分から２年以内、事業停
止期間中、建設リサイクル法違反による罰
金以上の刑の執行を終えて２年以内 等）

③申請者が技術管理者を選任していない場合

【有効期限】５年

【罰則】最高：懲役１年・50万円

※一般的な建設工事においては
500万円未満の工事を行う
ために建設業許可は不要

【許可の種類（産業廃棄物）】
・収集運搬業 ・処分業

※処分業で施設設置する場合は
別途設置許可が必要

【許可要件】
①事業を適確かつ継続して行うに足りる

知識及び技能並びに経理的基礎を有す
ること

②欠格要件に該当しないこと。
（欠格要件の一例）
・禁固以上の刑の執行から５年を経過

しない者
・廃掃法、浄化槽法等に基づく処分や

暴力行為等による罰金刑の執行から
５年を経過しない者

・廃掃法、浄化槽法の許可取消から５
年を経過しない者

・業務に関し不正又は不誠実な行為を
するおそれがあると認めるに足りる
相当の理由があるもの

・暴力団員、または暴力団員でなくな
った日から5年を経過しない者

・暴力団員等がその事業活動を支配す
るもの

【有効期限】５年

【罰則】最高：懲役５年・１億円

建築物等の解体工事等に必要な許可・登録について
第３章 ２.（１）⑤
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事前届出及び通知の内容

■民間工事における届出については、建設リサイクル法で届出内容及び様式が定め
られている。

■公的機関による通知については、法による内容及び様式の規定はない。

＜届出と通知の内容比較＞

※ ◎：法令で定められている項目（届出様式に記載する項目）

※［ ］：「建設リサイクル法に関する事務処理の手引（案）」の参考様式で記入する項目

提出時期

◎ 氏名（法人名） ◎ 工事の名称 ◎ 氏名（法人名） ◎ 建築物等の構造 ◎ 工程表

◎ 住所 ◎ 工事の場所 ◎ 住所 ◎ 使用する特定建設資材の種類 ◎ 設計図又は写真

◎ 連絡先 ◎ 工事の種類 ◎ 連絡先 ◎ 建築物に関する調査結果 ◎ 受付番号

◎ 説明を受けた年月日 ◎ 工事の規模 ◎ 許可（登録）番号 ◎ 工事着手前に実施する措置内容

◎ 請負・自主施工の別 ◎ 技術者の氏名 ◎ 工事着手時期

◎ 工程ごとの作業内容等

◎ 工事の工程順序

◎ 建設資材廃棄物の発生量

◎ 特定建設資材廃棄物の発生量等

［ 氏名（法人名） ］ ［ 工事の名称 ］ ［ 氏名（法人名） ］ ［ 工事着手時期 ］ ［ 受付番号 ］

［ 連絡先 ］ ［ 工事の場所 ］ ［ 住所 ］

［ 工事の種類 ］ ［ 連絡先 ］

［ 工事の規模 ］

［ 工期 ］

通
　
知

届
　
出

工
事
着
手
の
７
日
前
ま
で

工
事
着
手
前

その他発注者情報 工事の概要 元請負業者情報 分別解体等の計画

第３章 ２.（１）④

- 2-44 -



■建設汚泥の再資源化
施設整備状況（H17、
施設から直線50km圏内）

建設汚泥のリサイクルにおける現状・課題

■建設汚泥の再資源化率は48％、再資源化等率は75％ （平成１７年度）

■現状では再資源化後の需要先の確保が困難であり、建設発生土等と競合しない
用途の拡大が必要。

■再資源化施設は全国に分布しているが、やや地域的に偏在している。

建設汚泥の再生品は建設
発生土等と競合する上、コ
ストが高い

再生利用を行うに当
たっての方策が煩雑・
不明確

「建設汚泥の再生利用に関するガイドライン」等を策定

現
状
・
課
題

対
応
策

再生品の統一的な品質
基準がない

再生利用を促進する制
度が十分には定まってい
ない

再生利用の意識が
低い関係者が多い

再資源化後の需要先の確保が困難

建設汚泥を「リサイク
ル原則化ルール」に
位置付け 品質基準の明確化

発注者（排出側）
の取組責任の強
化

再生利用の手続の明
確化
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現場A：解体現場から4ｔトラックで公道や農地に棄て逃げる。

現場B：解体現場から自社用地等に搬入し、自社物と称して不

適正に大量保管している。

現場C：積替・保管施設や中間処理施設の用地内に不適正に大

量保管している。

現場D：積替・保管施設等で積替した後、10ｔトラックで他人

の所有地などに不法投棄する。

現場E：中間処理後の木くずチップを、燃料原料、敷き料、マ

ルチング材等としての利用を目的とした有価物と称し

て、不適正保管する。

木造建設解体廃棄物の
不法投棄等の発生パターン

建設系不法投棄の発生パターン

（小口巡回回収システム構築に関する調査報告書（平成１７年３月）から）

解　体　現　場（木造家屋等）

積替・保管場所
(自社施設）

粗選別

有価物
有価物と称す

るもの
無価物

売却

中間処理施設
(自社施設）

焼却 破砕

最終処分場

不適正
保管

積替

積替

不法投
棄

不法投
棄

有価物
有価物と称す

るもの
無価物

売却
不適正
保管

棄て逃げ
(ゲリラ化)

4t車

10t車

10t車

灰

現場Ａ

現場Ｃ

現場Ｄ

現場Ｅ

自社用地など

不適正
保管

現場Ｂ

不適正
保管

現場Ｃ

長距離運搬

長距離運搬

積替・保管場所
(許可施設）

中間処理施設
(許可施設）

０．３万ｔ
不法投棄等の
約２％

０．３万ｔ
不法投棄等の
約２％

９．５万ｔ
不法投棄等の
約６７％

９．５万ｔ
不法投棄等の
約６７％

３．０万ｔ
不法投棄等の
約２１％

３．０万ｔ
不法投棄等の
約２１％

０．３万ｔ
不法投棄等の
約２％

０．３万ｔ
不法投棄等の
約２％

１．２万ｔ
不法投棄等の
約８％

１．２万ｔ
不法投棄等の
約８％

第３章 ３.（１）①
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未然防止未然防止未然防止

産業廃棄物管理票制度（電マニ）
最終処分が適切に終了するまでの措置

許可・取り消しの厳格化、優良性評価制度、
車両ステッカー、行政処分の徹底

施設許可制度、廃棄物処理センター制度

立入検査・報告徴収、パトロール事業、
不法投棄ホットライン、地方環境事務所の設置

原状回復原状回復原状回復

適正処理推進センターの支援適正処理推進センターの支援

代執行・費用請求代執行・費用請求
いとまがない場合、措置命令に従わない場合、原因者
等不明の場合に代執行（行政代執行法の特例）

投棄者、原因者、注意義務違反の排出事業者

３／４補助率

不法投棄：５年以下の懲役又は
１０００万円以下の罰金（法人１億円）

処理業者の優良化処理業者の優良化

監視の強化監視の強化

排出事業者責任の強化排出事業者責任の強化

不法投棄の罰則の強化不法投棄の罰則の強化

適正な施設の確保適正な施設の確保

措置命令措置命令

※ 当面の目標 「平成21年までに大規模事案（5000トン以上）をゼロにする」

不法投棄対策の体系
第３章 ３.（１）②
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現場標識の掲示

■解体工事業者は営業所及び解体工事の現場ごとに、公衆の見やすい場所に標識を
掲示しなければならない。

■掲示事項及び標識の様式は建設リサイクル法で定められている。

・商号、名称又は氏名

・登録番号

・法人である場合にあっては、
その代表者の氏名

・登録年月日

・技術管理者の氏名

商号、名称又は氏名

法人である場合の
代表者の氏名

登録番号

登録年月日 年　　　　月　　　　日

技術管理者の氏名

解　体　工　事　業　者　登　録　票

40cm以上

35
cm

以
上

（参考）

技術者の氏名 専任の有無

資格名 資格者証交付番号

許可年月日 年　　　月　　　日

監理
主任

一般建設業又は特定建設業の別

許可を受けた建設業

許可番号

建　　設　　業　　の　　許　　可　　票

商号又は名称

代表者の氏名

掲示事項

（建設リサイクル法に基づく登録業者の場合）

※建設業法の許可を有する業者は、建設業法の
規定により、許可票の掲示が必要である。

第１章 ３.（２）②
第３章 ３.（２）②
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■届出（通知）済シール様式（例：東京都）

受 付 日

受 付 番 号

年　　　月　　　日

建 設 リ サ イ ク ル 法 届 出 ・ 通 知 済

行政庁名

状況把握の強化について

■建設リサイクル法第１０条に基づく届出（公共工事の場合は第１１条に基づく通知）済
みであることを確認し、無届出施工を抑止するほか、発注者・受注者・周辺住民等の
意識向上等に寄与することを目的に、「届出（通知）済シール」を交付し、解体工事の
現場標識に貼付するよう指導している自治体がある。

実施状況 都道府県数

実施済み ２３

一部で実施 ７

未実施 １７

■都道府県等における届出・通知済み
シールの実施状況（H18.7.10現在）

◎届出・通知者への届出・通知済みシールの交付

第１章 ３.（２）②
第３章 ３.（２）②
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分別解体等の実施に関する事務を行う市町村
（建設部局）

再資源化等の実施に関する事務を行う市町村
（環境部局）

義務的建築主事 政令で定める市
（旧保健所設置市）

さいたま市、川越市、川口市、所沢市、越谷市 さいたま市、川越市

任意的建築主事

春日部市、狭山市、上尾市、草加市、新座市

限定的建築主事
熊谷市、行田市、秩父市、飯能市、加須市、本庄市、東松山
市、羽生市、鴻巣市、深谷市、蕨市、戸田市、入間市、鳩ヶ谷
市、朝霞市、志木市、和光市、桶川市、久喜市、北本市、八
潮市、富士見市、ふじみ野市、三郷市、蓮田市、坂戸市、幸
手市、鶴ヶ島市、日高市、吉川市、杉戸町、松伏町

その他 その他

残り ２８ 市町村：県の建設部局 残り ６８ 市町村：県の環境部局

■一部の市区町村では建設リサイクル法の規定に基づき、都道府県等に代わり、分別解体等や
再資源化等の実施に係る事務を行っている。

■一部地域では、分別解体等に係る事務は市区町村、再資源化等に係る事務は県が行ってお
り、自治体間の情報共有が必ずしも十分になされていないケースが見受けられる。

建設リサイクル法の事務処理を行う自治体について

表：建設リサイクル法に関する事務を行う市町村の比較（埼玉県の場合）

※義務的建築主事
建築主事を置かなけれ
ばならない市

※任意的建築主事
都道府県知事の同意を
得て建築主事を置いて
いる市

※限定的建築主事
規模の小さな建築物に
関する事務等、一定の
事務のみを行う建築主
事を置いている市区町
村

（H19.4.1時点）

＜自治体からの意見（アンケート調査より）＞
○建設リサイクル法を所管する部局が建設部局と環境部局であり、建設工事の届出から再資源化等までの一連の流れについて、適

正な手続き・処理がなされているか確認することが困難。両部局間での情報共有の体制づくりが必要。
○現行の規定では、行政組織間の情報提供による対応が個人情報取扱いの観点から妨げられることがあり、対象工事への対応に支

障がでる場合が想定される。

第３章 ３.（２）③

- 2-50 -



■一部の自治体では、建設廃棄物が適正に再資源化施設に持ち込まれるように、再資
源化施設等の情報をインターネット等で提供している。

都道府県等における情報提供の取組

◎再資源化施設に関する情報提供の実施

都道府県
n=39

政令で定める市 n=53

注： 建設廃棄物の中間処理施設をもって再資源化施設の紹介としている自治体が
多い。
政令市の一部では、再資源化施設の紹介を県のHPで行っている。

インターネットによる情報提供
・２６自治体
冊子又は文書による情報提供
・４自治体

自治体での先進的な取組事例について

○茨城県
建設工事で排出が予想される３０品目について、
HP上の茨城県内建設廃棄物受入施設マップ（右図）で紹介

○横浜市
木くずの再資源化施設の基準を定め、再資源化事業者を登録制度とし、横浜市が

発注する建設工事から排出する木くずについて、指定処分を行っている。

図 茨城県内建設廃棄物受入施設マップ
（建設発生木材処理施設）

環境省 作成

第３章 １.（４）
第３章 ３.（２）③
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